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みぞばた ひろ と まつもと ひで き

公認会計士・税理士　溝端浩人
税理士　松本栄喜第24回 役員の葬式費用を会社が負担してもよい？

平成30年12月 平成30年12月

　私は、甲社を経営している社長です。先日、当社の会長が亡くなりました。故人の生前における会社への功績等を考慮
して、社葬を執り行おうと考えています。
　会社が負担した葬式費用は、経費として損金処理することができるのでしょうか？

　会社が、故人のために執り行う社葬に要する費用は、遺族が本来負担すべき金額を除き、基本的には福利厚生費等とし
て損金に算入することができます。
　なお、社葬の際に受け取った香典等で社会通念上相当なものは、遺族の収入とすることができます。（香典等は、原則
として相続税の対象となりません。）

１　社葬費用の取扱い

　役員等が亡くなった際に社葬を行い、会社がその費用を負担した場合の取扱いは、次のようになります。
　なお、遺族が本来負担すべき費用を会社が負担した場合は、その負担額は遺族に対する給与（賞与）又は贈与として取り扱われます。（下
記（注）参照）

2　お別れ会の費用の取扱い

　会社が、お別れ会のように社葬の範囲を超えて場所や日を変え、取引先等を接待して大掛かりに行ったような場合には、交際費とされ
る場合もありますので注意が必要です。
　なお、交際費に該当した場合には、資本金の額等が１億円以下の会社は、定額控除限度額（年800万円）又は接待飲食費の50%のいず
れか多い額までは損金に算入することができます。ただし、資本金の額等が5億円以上の法人の100％子法人等は、定額控除制度の適用
はできません。
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　国民の健康維持と現代病予防を目的として制定された健康増進法では、学校、病院、事務所や店舗など、多数者が利用する施設等の管理者に対
し、「受動喫煙防止」のための措置を講じることが定められていますが、今般、健康増進法の一部が改正され、受動喫煙防止のための規制が強化
されることになりました。
　改正法は、①「望まない受動喫煙」をなくすこと、②多数者が利用する施設等の類型に応じて受動喫煙防止のための措置を定めること、③20歳
未満の者等に対する受動喫煙による健康影響に配慮した対策を講じることを主な目的としています。
　なお、この改正法は、2020年に開催予定の東京オリンピック・パラリンピックに向けて段階的に施行され、2020年４月には全面施行される予定
となっています。

⑴　施設等の類型に応じた対策
　具体的には次のとおりです。

⑵　喫煙可能場所への20歳未満の者の立入禁止
　喫煙専用室、加熱式たばこ専用室など、屋内で喫煙可能な場所には、客だけでなく従業員も含めて、20歳未満の者を立ち入らせてはならず、20
歳未満は立入禁止である旨の標識の掲示が必要となります。

⑶　法律違反に対する罰則適用
　施設等の禁煙場所で喫煙をし、都道府県知事から喫煙の中止や禁煙場所からの退出を命じられたにもかかわらず、命令に違反する者に対しては
30万円以下の過料が適用されます。
　また、施設等の管理権原者が、禁煙場所に喫煙器具を設置している場合や、喫煙専用室の構造・設備が不適合であるにもかかわらず是正してい
ない場合には、都道府県知事は勧告することができます。この勧告を受けても改善されない場合には、都道府県知事による公表や命令がなされ、
さらに命令にも応じない場合には50万円以下の過料が適用されます。
　施設等に喫煙専用室を設けていて、その標識に不備がある場合にも、やはり50万円以下の過料が適用されます。
　なお、「過料」とは、刑法が適用される刑事罰ではなく、行政上の制裁となる罰（金銭徴収）です。

事務所や商業施設Ⅰ

①　原則として屋内は禁煙

②　喫煙専用室（標識の掲示が必要）での

み喫煙可能

③　経過措置として、加熱式たばこ専用の

喫煙室（室内の飲食も可）も設置可能

Ⅱ 飲食店（　を除く、新規店や大規模店）

上記　と同様

飲食店（既存店かつ小規模店＊）Ⅲ

　原則屋内禁煙であるものの、経過措置と

して、従前どおり、標識を掲示した上で

「喫煙可能」とすることもできる
＊　「小規模店」とは、個人や、資本金又は出資
総額が5,000万円以下の中小企業（ただし、一
つの大規模会社が発行済株式総数の2分の１
以上を有する場合等を除く）が運営する店舗
であって、かつ、客席床面積が100㎡以下のも
のをいいます。

学校、病院、行政機関Ⅳ

①　屋内だけでなく敷地内も禁煙

②　受動喫煙防止の措置をとれば屋外に喫

煙場所の設置は可能

旅館・ホテルⅤ

①　屋内や共用部分は上記　と同様

②　客室内は法律の適用外なので、喫煙・

禁煙を自由に選択可能

Ⅲ

Ⅰ

バス、タクシー、航空機Ⅵ
全面禁煙

鉄道、船舶Ⅶ

上記　と同様Ⅰ

Ⅰ

選択
可能

①

③

②

①

②

①

②

１　改正の趣旨

２　改正の概要

支出した事業

年度の損金に

算入できる

会社への功績等

を総合的に判断

故人の経歴や地位等からして、社葬を行うことが社会通念上相

当と認められる

社葬のために通常要すると認められる費用＊１である

（遺族が本来負担すべき費用＊2を除く）

＊１　葬儀のための斎場及び祭壇等使用料、僧侶へのお布施、交通整理等の警備員の費用等
＊2　墓石、墓地、仏壇、位牌等の取得に要した費用や戒名料等

(注）遺族が負担すべき費用を会社が負担した場合

遺族が役員又は使用人の場合

遺族が役員又は使用人でない
場合

役　員……不定期な役員報酬（賞与）として損金不算入
従業員……賞与として損金算入

贈与（寄附金として処理し、損金算入限度額を超える金額は損金不算入）

給与所得課税

一時所得課税

会社の取扱い 遺族の取扱い


